
日本居住者向け 米国生命保険・
資産形成の戦略
信託・LLC活用によるリスク軽減ソリューション

本プレゼンテーションでは、日本居住者が直面する米国生命保険・資産形成の法的課

題と税務リスクを詳細に分析し、効果的なリスク回避戦略を包括的に解説いたしま

す。複雑な国際税務環境において、適切な資産保護と税務最適化を実現するための実

践的アプローチをご提示します。



エグゼクティブ・サマリー

法的課題

日本の保険業法第186条により、外国保険
契約は原則として制限されています。しか

し、適切な法的構造を活用することで、こ

の規制リスクを大幅に軽減することが可能

です。

米国ILITの有効性
取消不能生命保険信託（ILIT）は、日本の
規制回避に極めて有効です。ただし、日本

の相続税非課税枠が適用されないリスクが

あり、慎重な検討が必要です。

米国LLCの活用
設立・運営が容易で、資産保護・プライバ

シー確保に有効です。しかし、日本のパス

スルー課税ルールが不明瞭で、ILIT代替と
しては慎重な判断が求められます。

最終的な戦略選択は、個々の資産状況、税務目的、リスク許容度に応じて、日本の規制リスク許容度、相続税利益最大化の希望、米国でのコスト

と複雑性を総合的に比較検討することが重要です。



保険業法第186条：法的要点の詳細分析

概要

第1項： 日本に支店を有しない外国保険会社は、日本居住者との直接的な保険契約締結を法的に禁止されています。1.
第2項： 日本居住者が外国保険会社と保険契約を締結する場合は、内閣総理大臣の事前許可取得が法的に必要とされます。2.

立法目的： 消費者保護の観点から、金融庁の監督下にない外国保険会社との契約リスクを防止することを主たる目的としています。

罰則体系

外国保険会社： 第1項違反には刑事罰が科せられます。
日本居住者： 第2項違反は「50万円以下の過料」（行政罰）となります。

重要な非対称性： 主な規制対象は保険会社であり、ILIT・LLC利用により日本居住
者の直接的な法的リスクを大幅に軽減できます。

ILIT・LLC活用の法的意義： 契約主体が個人から米国法人格に変更されることで、保険業法第186条の直接適用を効果的に回避することが可能となります。



法的リスクと運用実態の包括的評価

執行事例の現状

海外生命保険契約において、日本当局による実際の

処罰事例は現在のところ確認されていません。この

実態は、実務上のリスク評価において重要な要素

となります。

「海外締結」の法的解釈

保険契約が海外で締結された場合、保険業法第186
条第1項の適用対象外となる可能性があり、法的リ
スクの大幅な軽減が期待できます。契約締結地の選

定が戦略上重要です。

リスク・リターン分析

法的リスクは相対的に低く（金銭的過料のみ）、一

方で高利回り・高保障の米国生命保険商品は十分

な検討価値があります。適切なリスク管理の下での

活用が推奨されます。

米国LLCのメリット
資産保護： 個人資産との法的分離による債権者対策

プライバシー： 一部州でメンバー情報の非公開が可能

運営簡便性： 設立・日常運営手続きが比較的簡素

LLCの税務リスク
二重課税： 日本で法人税課税される可能性

税務申告： 日本税務当局への情報報告義務

ILITとの比較： 生命保険特化の税制優遇措置なし



米国生命保険の最適な保有方法

米国生命保険契約時の保有形態選択は、税務効率性・資産保護戦略において極めて重要な決定要素です。以下、主要3形態の詳細な比較分析をご提示いたします。

01

米国取消不能信託（ILIT）
生命保険を取消不能信託構造で保有する方法です。

日本居住者が信託設立者となり、米国受託者が信託

財産を管理します。

米国相続税・遺産検認手続きを完全回避

日本相続税評価対象外となる可能性

設定後の変更が困難な非可逆的構造による税優遇

確保

02

個人名義への変更

当初ILIT/LLCで契約した保険を、後から個人名義に
変更する手法です。ただし、重大な税務リスクを伴

います。

失われるメリット： ILIT/LLCの税務メリット（米国
相続税回避、日本相続財産性否定の可能性）が完全

に失効します。

新たな税務リスク： 名義変更が「贈与」とみなさ
れ、日米両国で贈与税が発生する可能性がありま

す。日本相続税対策効果も喪失し、将来の相続税評

価額に重大な影響を与える可能性があります。

03

米国LLC
日本居住者が設立する米国LLCが保険契約を所有す
る構造です。ILITと比較して運営の簡便性が特徴で
す。

ILITより設立・運営が容易で費用対効果が高い

資産保護、プライバシー保護機能を保持

日本税法でパススルー課税が否認され、二重課税

リスクが存在

日本税務当局への詳細な報告義務が発生

ILITのような生命保険特化の税制優遇措置は適用
されません

最適な保有方法の選択は、個人の財務状況、資産規模、相続計画、税務目的によって大きく異なります。日米両国の税務専門家と緊密に連携し、包括的な

検討を行った上で最適な構造を選択することが極めて重要です。



米国法人「税務上の防御壁」戦略
日本居住者の税務リスクを効果的に軽減する生命保険契約の保有形態について、3つの主要なアプローチを戦略的に比較分析いたしま
す。

米国取消不能生命保険信託（ILIT）
日本居住者がグラントー・被保険者として機能し、米国信託が実際の保険契約主体となりま

す。

目的： 保険業法第186条違反リスクの回避、および日本の相続税非課税枠適用の可能性確保。

日米両国の相続税・プロベート手続きを完全回避

相続争いの効果的な防止機能

注意点： 設定後の変更が極めて困難

米国LLC
日本居住者が設立・保有する米国LLCが生命保険契約を直接所有する構造です。

ILITと比較して設立・運営手続きが簡便
高度な資産・プライバシー保護機能

日本の相続財産性否定の可能性

注意点： 日本税法でパススルー課税が否認されるリスク、外国法人としての税務申告義務、
ILITほどの相続税回避効果は期待できません。

ILITやLLCからの名義変更
ILITやLLCで当初契約した保険を、後に個人名義へ変更する手法です。

重大なリスク： ILIT・LLCの税務メリットが完全に喪失し、日米両国で贈与税が発生するリ
スクがあります。税務上の利益を大幅に損なう可能性が高く、極めて慎重な判断が必要です。

各手法の法的解釈・税務取扱いは極めて複雑で、継続的な法改正の影響も受けます。日米両国の税務専門家との綿密な検討

と継続的なモニタリングが不可欠です。



保険料支払いと税務：国際課税の詳細分析

米国税務（贈与税）の取扱い

ILIT構造の場合：

グラントーからILITへの資金移転は米国贈与税の対象となる場合があります
が、非居住者による米国外無形資産（現金等）の贈与は通常、米国贈与税の課

税対象外となります。

LLC構造の場合：

日本居住者が単独保有するLLCが保険契約を保有する場合、保険料支払いは
LLCへの出資金または事業経費として扱われ、米国贈与税の課税対象外となり
ます。

日本税務（贈与税・その他）の取扱い

ILIT構造の場合：

受益者が日本居住者の場合、グラントーからILITへの贈与は日本贈与税の課税
対象となります（課税対象者は受益者、年間基礎控除額110万円が適用されま
す）。

LLC構造の場合：

LLCへの保険料相当額の支払いは原則として贈与とはみなされません。ただ
し、日本税法上パススルー課税の対象外となる場合、将来の分配金に対して配

当所得税および外国法人としての税務申告義務が発生する可能性があります。

重要な実務上の注意点

米国贈与税回避のため、ILITへの資金送金はグラントーの日本国内口座からILIT口座へ直接送金することが重要です。

LLC構造においても、資金移転の経路と方法については慎重な検討が必要です。

グラントーが一度自身の米国内口座に資金を移してからILITに送金すると、米国贈与税のリスクが発生する可能性があります。

適切な送金経路の設定と継続的な税務コンプライアンスの管理により、税務リスクを最小化しながら効率的な資産運用を実現することが可能です。専門家による継

続的なサポートが成功の鍵となります。



包括的税務分析：死亡保険金の課税取扱い
生命保険金の受取時における税務影響は、保有構造により大きく異なります。日米両国の税法を考慮した詳細な分析をご

提示いたします。

米国税務上の影響（遺産税・所得税）

ILITの場合：

生命保険金は米国内財産とみなされず、連邦遺産税の

課税対象外となります

受益者への分配金は、原則として米国所得税の課税対

象外です

米国LLCの場合：

税務上の取扱いは州法および分類により複雑になりま

す

非居住外国人のLLC持分は米国遺産税の課税対象とな
る可能性があります

保険金受領時に所得税が発生する可能性があります

日本税務上の影響（相続税）

ILITの場合：

受益者が保険会社から直接受領： 「みなし相続財産」
として非課税枠適用（500万円×法定相続人数）

受益者がILITから分配金受領： 信託資産とみなされ、
非課税枠適用外の可能性が高くなります

米国LLCの場合：

LLCが保険金を受領・分配する場合、日本の非課税枠
適用外の可能性が高くなります

日本税法上の取扱いについて不確実性が高い状況です

重要な計画上の注意点

日本税務当局は、ILIT/LLC経由で受領する生命保険金について、相続税非課税枠の不適用とする見解を示す可能性
が高いと考えられます。

戦略的選択の指針

ILIT： 米国遺産税対策に特化した構造として極めて有効
LLC： 資産保護・プライバシー確保に優位性があるが、日本相続税対策効果はILITより限定的



比較分析：保険契約の形態別メリット・デメリット

生命保険の受取方法を3つの主要構造で包括的に比較し、法的・税務影響、実務上の考慮点を体系的にまとめました。戦略的意思決定の参考資料としてご活用ください。

比較項目 直接個人所有 米国ILIT 米国LLC

日本保険業法適合 高リスク 低リスク 中リスク

米国遺産税 非課税 非課税 非課税

日本相続税 有利 不利（信託分配） 不利（持分相続）

非課税枠 適用可 不可（濃厚） 不可

設立・運営簡便性 高 低（複雑） 中（管理要）

パススルー課税 なし なし 問題あり（二重課税）

外国法人税務申告 なし なし 可能性あり

資産保護効果 なし 高 高

この比較表は一般的な傾向を示しており、個別の状況や最新の法改正により結果が変わる可能性があります。具体的な戦略立案には、必ず専門家との詳細な相談を

行ってください。



戦略的推奨事項と最終考察

税務最適化：直接個人所有

相続税非課税枠の完全適用

税務上最も有利な取扱い

シンプルな税務申告手続き

税務効率性を最重視する場合、直接個人所有を強く推奨いた

します。

資産保護・プライバシー：米国LLC構造
債権者からの資産保護

高度なプライバシー保護

柔軟な運営体制

ただし、日本税務申告の複雑化と非課税枠適用外のデメリッ

トを考慮する必要があります。

厳格な資産保全：ILIT構造
最高レベルの資産保護

最大限のプライバシー確保

米国遺産税完全回避

一方で、日本税務上の不利益（非課税枠、贈与税リスク）が

存在します。

実行チェックリスト（直接個人所有推奨）

01

専門家との契約締結

米国生命保険に精通した専門家との契約を最初に行います。

02

税務相談の実施

国際相続税務に精通した税理士に包括的な納税計画を相談します。

03

米国での手続き完了

保険申込から契約書署名まで、すべて米国内で完了させます。

04

受益者への情報共有

保険契約内容・重要書類の保管場所を受益者と共有します。

長期計画の重要性： 将来的な居住地変更や為替変動リスク、両国の法改正動向も継続的に監視し、必要に応じて戦略の見直しを行うことが成功の鍵となります。専門家との継続的なパートナーシ
ップにより、最適な資産保全・承継戦略を実現してください。


